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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期
第２四半期
連結累計期間

第50期
第２四半期
連結累計期間

第49期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年９月30日

自平成23年４月１日
至平成23年９月30日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高（千円）

（第２四半期連結会計期間）

95,155,282

（52,327,366）

114,069,863

（60,896,266）
213,500,608

経常利益（千円） 2,714,683 3,116,042 7,270,515

四半期（当期）純利益（千円）

（第２四半期連結会計期間）

1,769,478

（1,404,448）

1,809,396

（999,136）
3,708,983

四半期包括利益又は包括利益（千円） 1,757,982 1,832,849 3,701,366

純資産額（千円） 18,849,066 22,342,433 20,678,820

総資産額（千円） 60,564,377 59,168,819 64,054,529

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円）

（第２四半期連結会計期間）

94.66

（75.12）

96.34

（53.16）
198.16

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
93.67 95.50 196.32

自己資本比率（％） 31.0 37.6 32.2

営業活動によるキャッシュ・フロー（千円） △616,925 1,838,716 905,893

投資活動によるキャッシュ・フロー（千円） △1,157,414 △1,964,591 △2,917,726

財務活動によるキャッシュ・フロー（千円） 803,779 △728,032 △1,389,795

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（千円）
5,972,885 2,687,909 3,541,816

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第49期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

４．第49期第２四半期連結累計期間及び第49期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定に

あたり、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）を適用

し、遡及処理しております。

５．四半期連結財務諸表規則第64条第３項及び第83条の２第３項により、四半期連結会計期間に係る四半期連結損

益計算書及び四半期連結包括利益計算書を作成しております。

６．第50期第２四半期連結累計期間における１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数及び１株当た

り四半期純利益並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられた普通株式の期中平均株式

の数には、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（再信託受託者：日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持

株ＥＳＯＰ信託口））が所有する当社株式を含めております。

　

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ノジマ(E03235)

四半期報告書

 2/24



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成23年７月12日開催の取締役会において、当社の特定子会社かつ完全子会社であるソロン株式会社（以下

「ソロン」という。）を吸収合併することを決議し、同日付で合併契約を締結いたしました。

　ソロンは、当社グループにおける通信関連機器販売を担っております。

　家電流通業界におきましては、通信機器と家電製品が融合した商品も急増し、また、市場においてもこのような一体

化した商品への需要が高まっております。

　このような動向に迅速かつ柔軟に対応できるようなグループ体制に移行することにより、お客様に必要とされる最

適なサービスの提供を実現することを目的としております。

　合併の概要は、次のとおりであります。

（１）合併の方法

株式会社ノジマ（当社）を存続会社とし、ソロン株式会社を消滅会社とする吸収合併であります。

（２）合併期日

平成23年10月１日

（３）合併に際して発行する株式及び割当

ソロンは、当社の完全子会社であるため、本合併による新株式の発行及び資本金の増加並びに合併交付金の支払

はありません。

（４）合併比率の算定根拠

ソロンは、当社の完全子会社であるため、本合併による合併比率は算定しておりません。

（５）引継資産・負債の状況

資産 金額（千円） 負債 金額（千円）

流動資産 9,511,716流動負債 6,437,470

固定資産 2,601,562固定負債 918,038

合計 12,113,279合計 7,355,509

（６）吸収合併存続会社となる会社の概要

  資本金       4,323,175千円

  　事業内容     デジタルＡＶ関連機器、ＩＴ・情報通信関連機器、家庭用電化製品、家庭用ゲーム関連機器及びソフ

トの販売

　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災発生に伴う景気の落込みに一部回復基調は見ら

れるものの、原子力災害の影響や電力供給の制限に加え、円高や欧州の通貨危機なども相まって、個人消費を含めた

景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

　家電流通業界におきましては、本年７月のアナログ停波や節電志向の高まり等により、薄型テレビ、白物家電の販

売は順調に推移いたしましたが、８月から９月にかけてエコポイント需要と夏の猛暑の影響があった昨年と比べて

低調に推移いたしました。

　このような状況の中で、当社は浦和パルコ店など５店舗の新規オープンのほか、スクラップ＆ビルドや増床を行い

ました。

販売状況につきましては、薄型テレビやレコーダーなどのデジタルＡＶ関連機器、エアコンや冷蔵庫などの白物

家電、スマートフォンをはじめとする携帯電話の販売がそれぞれ好調に推移しました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は、前第２四半期連結累計期間に比べ、189億14百万円増加し、

1,140億69百万円（前年同四半期比19.9％増）となりました。

　収益につきましては、前第２四半期連結累計期間に比べ、営業利益は3億45百万円増加して16億51百万円（前年同

四半期比26.4％増）、経常利益は4億1百万円増加して31億16百万円（前年同四半期比14.8％増）、四半期純利益は

39百万円増加して18億9百万円（前年同四半期比2.3％増）となりました。

　なお、引き続き人件費は増加傾向にありますが、国内の厳しい雇用環境を優秀な人材獲得のチャンスととらえてお

ります。人件費以外の販売費及び一般管理費については、さらなる削減を継続しております。

　また、平成23年７月12日開催の取締役会において、事業運営のさらなる効率化を図ることを目的とし、当社の100％

子会社であるソロン株式会社を平成23年10月１日を効力発生日として吸収合併することを決議いたしました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、26億87百万円（前年同

四半期連結累計期間59億72百万円）となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と、それらの要因は次のとおりであります。　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は18億38百万円（前年同四半期連結累計期間は6億16百万円の使用）となりまし

た。

　これは主に、仕入債務の減少額35億39百万円等がありましたが、売上債権の減少額38億92百万円、たな卸資産の

減少額9億5百万円等があったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は19億64百万円（前年同四半期比69.7％増）となりました。

　これは主に、新規店舗出店に伴う有形固定資産の取得による支出13億72百万円及び敷金及び保証金の差入によ

る支出6億51百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は7億28百万円（前年同四半期連結累計期間は8億3百万円の獲得）となりました。

　これは主に、短期借入金の純増額12億39百万円がありましたが、長期借入金の返済による支出19億80百万円等が

あったためであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題の重要な変更及び新

たに発生した課題はありません。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。

　

（５）従業員数

　当第２四半期連結累計期間において、新規出店並びに今後の出店計画に対応するために人材の採用を行いました。

そのため、主に新卒採用により正社員が356名増加し1,501名となりました。なお、従業員数は就業人員であります。

　

（６）生産、受注及び販売の実績

　当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。　

　

（７）主要な設備

　当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

に著しい変更はありません。

　 

（８）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①資金需要

　当社グループの資金需要のうち主なものは、仕入債務の支払いのための運転資金と新規店舗出店のための設備

投資資金であります。

 

②契約債務

　平成23年９月末現在の契約債務の概要は次のとおりであります。 

区分

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　

年度別要支払額

合計

　

(千円)

　

１年以内

(千円)

１年超

２年以内

(千円)

２年超

３年以内

(千円)

３年超

４年以内

(千円)

４年超

５年以内

(千円)

短期借入金 2,000,0002,000,000 － － － －

１年内返済予定の長期借入金 1,920,8811,920,881 － － － －

長期借入金（１年内返済予定

のものを除く）
3,139,501 － 1,872,311944,690252,50070,000

社債（１年内償還予定のもの

を含む）
750,000250,000250,000250,000 － －

 

③財務政策

　当社グループは現在、運転資金及び設備投資資金については、自己資金及び金融機関からの借入により資金調

達することとしております。

　また、当社グループは資金調達の機動性を高めるため、取引銀行10行と総額14,200,000千円の貸出コミットメ

ント及び当座貸越契約を締結しております。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 85,000,000

計 85,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月10日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 20,462,408 20,462,408

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 20,462,408 20,462,408 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

決議年月日 平成23年８月23日

新株予約権の数（個） 4,932（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 493,200（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 77,200

新株予約権の行使期間
自  平成26年８月24日

至  平成28年８月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

１．発行価格      77,200（注）２

２．資本組入額    38,600

新株予約権の行使の条件

イ．新株予約権者は、権利行使時において当社又は当社

子会社の取締役、執行役又は従業員のいずれかの地位

を有していることを要する。

　ただし、任期満了による退任、定年による退職、その他

取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。

ロ．新株予約権の相続はこれを認めない。

ハ．各新株予約権の一部行使はできないものとする。　

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３　

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株となります。 

 　　　２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結

果生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割又は併合の比率

 　　　　　また、新株予約権の割当日後時価を下回る価額で新株を発行する場合、又は自己株式を処分する場合は、次の算式

により行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝
調整前

行使価額
×

時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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　　　 ３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る。）、または株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）、（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、新設

分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転

につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）において行使されておらずかつ当社により取

得されていない新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの

場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」とい

う。）の新株予約権をそれぞれ交付することとします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成

対象会社は新株予約権を新たに発行するものとします。ただし、以下の各号に沿って再編成対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転

計画において定めることを条件とします。

①交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付します。

②新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

　再編成対象会社の普通株式とします。

③新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　組織再編成行為の条件等を勘案の上、新株予約権の定めに準じて合理的に決定します。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記２．に従って定める調整後行使価額

に、上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる

金額とします。

⑤新株予約権を行使することができる期間

　上記「新株予約権の行使期間」の開始日又は組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記

「新株予約権の行使期間」の満了日までとします。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

イ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを

切り上げます。

ロ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記イ記載の資本金

等増加限度額からイに定める増加する資本金の額を減じた額とします。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要します。

⑧新株予約権の取得の事由及び消却条件

イ．当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、又は、当社が完全子会社

となる株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転計画書承認の議案につき当社株主総会で承認された場

合は、取締役会が別途定める日に、当社は、新株予約権を無償で取得することができます。

ロ．当社は、新株予約権者が、上記「新株予約権の行使条件」に規定する行使の条件に該当しなくなったこと

により権利を行使できなくなった場合又は権利を放棄した場合は、新株予約権を無償で取得することがで

きます。

ハ．当社は、いつでも、当社が取得し保有する新株予約権を無償にて消却することができるものとします。

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
－ 20,462,408 － 4,323,175 － 3,238,158

　

（６）【大株主の状況】

　 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

野島廣司有限会社 神奈川県相模原市中央区弥栄１－７－２ 1,950 9.5

野島　隆久 神奈川県相模原市中央区 1,939 9.5

野島　絹代 神奈川県相模原市中央区 1,906 9.3

真柄　準一 新潟県新潟市西区 1,047 5.1

財団法人真柄福祉財団 新潟県新潟市中央区万代２－３－１６ 852 4.2

有限会社ケイエッチ 神奈川県相模原市中央区淵野辺１－２－２１ 750 3.7

有限会社ノマ 神奈川県相模原市中央区中央３－３－３ 750 3.7

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 560 2.7

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）
東京都港区浜松町２－１１－３ 469 2.3

ネックス社員持株会
神奈川県横浜市西区みなとみらい２－３－３

クイーンズタワーＢ２６階
464 2.3

計 － 10,688 52.2

（注）上記のほか、自己株式が1,217千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   　1,216,600 － －

完全議決権株式（その他） 普株株式    19,184,000191,830 －

単元未満株式 普通株式　　 　 61,808 － －

発行済株式総数 　　　20,462,408 － －

総株主の議決権 － 191,830 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が9,400株及び当社が実質的に所有し

ていない自己株式1,000株が含まれております。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式

に係る議決権の数94個が含まれております。

　　　２．議決権の数には、実質的に所有していない自己株式分（10個）は含まれておりません。

　　　　

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社ノジマ
神奈川県相模原市中央区

横山一丁目１番１号
1,216,600－ 1,216,600 5.95

計 － 1,216,600－ 1,216,600 5.95

（注）１．上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の　

数10個）あります。　

　　　２．上記のほか、平成23年９月30日現在の四半期連結財務諸表において、自己株式として開示している当社株式が

469,500株あります。これは、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」の導入により平成23

年９月27日付で行った三菱ＵＦJ信託銀行株式会社（再信託受託者：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）、以下「ＥＳＯＰ信託口」という。）への自己株式469,500株の譲渡について、

表示上、当社とＥＳＯＰ信託口が一体のものであると認識し、平成23年９月30日現在、ＥＳＯＰ信託口が所有す

る当社株式469,500株を自己株式として開示していることによるものです。

　

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日
執行役 販売推進部長 執行役 ＡＶ家電情報販売推進部長 鍋島賢一 平成23年８月１日
執行役 物流推進部長 執行役 物流ＣＳ推進部長 佐藤丈三 平成23年８月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第64条第３項及び第83条の２第３項により、四半期連結会計期間に係る四半期連結

損益計算書及び四半期連結包括利益計算書を作成しております。

　

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,606,035 2,752,127

受取手形及び売掛金 12,915,707 9,023,364

商品及び製品 23,190,035 22,301,047

原材料及び貯蔵品 23,292 7,135

繰延税金資産 1,279,993 1,174,929

未収入金 5,340,986 4,222,255

その他 575,374 660,148

貸倒引当金 △16,628 △1,900

流動資産合計 46,914,796 40,139,108

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,560,979 5,180,911

工具、器具及び備品（純額） 1,618,517 1,903,965

土地 3,480,275 3,442,050

その他（純額） 447,269 323,615

有形固定資産合計 10,107,042 10,850,542

無形固定資産

のれん 63,843 47,584

ソフトウエア 21,151 716,364

その他 74,389 58,088

無形固定資産合計 159,384 822,036

投資その他の資産

投資有価証券 499,665 504,386

繰延税金資産 569,114 564,694

敷金及び保証金 5,499,669 5,964,642

その他 333,380 364,044

貸倒引当金 △28,523 △40,637

投資その他の資産合計 6,873,306 7,357,131

固定資産合計 17,139,733 19,029,710

資産合計 64,054,529 59,168,819
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 18,943,717 15,404,317

短期借入金 760,132 2,000,000

1年内償還予定の社債 250,000 250,000

1年内返済予定の長期借入金 2,909,793 1,920,881

未払金 2,967,619 3,328,112

未払法人税等 2,240,302 901,614

未払消費税等 323,759 311,592

ポイント引当金 2,478,353 2,737,017

その他 2,990,138 1,340,048

流動負債合計 33,863,816 28,193,583

固定負債

社債 625,000 500,000

長期借入金 3,807,519 3,139,501

販売商品保証引当金 1,900,351 2,320,401

役員退職慰労引当金 142,993 145,275

退職給付引当金 1,288,146 1,373,442

資産除去債務 25,588 25,740

負ののれん 1,062,185 482,811

その他 660,108 645,629

固定負債合計 9,511,893 8,632,802

負債合計 43,375,709 36,826,386

純資産の部

株主資本

資本金 4,323,175 4,323,175

資本剰余金 4,227,970 4,297,196

利益剰余金 12,965,955 14,587,706

自己株式 △913,292 △978,472

株主資本合計 20,603,808 22,229,606

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11,873 35,326

その他の包括利益累計額合計 11,873 35,326

新株予約権 63,137 77,500

純資産合計 20,678,820 22,342,433

負債純資産合計 64,054,529 59,168,819
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 95,155,282 114,069,863

売上原価 77,216,719 92,171,278

売上総利益 17,938,562 21,898,585

販売費及び一般管理費 ※
 16,631,951

※
 20,246,972

営業利益 1,306,610 1,651,612

営業外収益

受取利息 14,600 13,880

仕入割引 835,037 886,912

負ののれん償却額 603,444 579,373

その他 81,199 118,792

営業外収益合計 1,534,282 1,598,959

営業外費用

支払利息 90,898 82,779

社債利息 2,751 1,876

その他 32,559 49,874

営業外費用合計 126,209 134,529

経常利益 2,714,683 3,116,042

特別利益

投資有価証券売却益 202 －

貸倒引当金戻入額 3,407 －

本部移転費用引当金戻入額 12,013 －

賃貸借解約補償金 － 11,018

その他 549 1,382

特別利益合計 16,173 12,400

特別損失

固定資産除却損 26,425 103,207

減損損失 7,804 16,041

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 203,669 －

その他 81,033 58,017

特別損失合計 318,931 177,266

税金等調整前四半期純利益 2,411,925 2,951,176

法人税、住民税及び事業税 928,876 1,033,559

法人税等調整額 △286,429 108,219

法人税等合計 642,446 1,141,779

少数株主損益調整前四半期純利益 1,769,478 1,809,396

四半期純利益 1,769,478 1,809,396
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【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結会計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 52,327,366 60,896,266

売上原価 42,380,192 49,296,098

売上総利益 9,947,174 11,600,168

販売費及び一般管理費 8,749,664 10,575,807

営業利益 1,197,509 1,024,361

営業外収益

受取利息 7,838 7,321

仕入割引 452,278 412,445

負ののれん償却額 301,722 289,686

その他 40,717 57,185

営業外収益合計 802,555 766,638

営業外費用

支払利息 47,704 41,387

社債利息 1,323 894

寄付金 18,334 16,668

その他 10,173 22,309

営業外費用合計 77,535 81,259

経常利益 1,922,529 1,709,740

特別利益

投資有価証券売却益 10 －

貸倒引当金戻入額 1,614 －

賃貸借解約補償金 － 11,018

その他 549 1,214

特別利益合計 2,175 12,232

特別損失

固定資産除却損 25,600 56,377

減損損失 5,293 13,396

その他 24,745 4,245

特別損失合計 55,639 74,018

税金等調整前四半期純利益 1,869,065 1,647,953

法人税、住民税及び事業税 498,620 686,783

法人税等調整額 △34,003 △37,966

法人税等合計 464,617 648,817

少数株主損益調整前四半期純利益 1,404,448 999,136

四半期純利益 1,404,448 999,136
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,769,478 1,809,396

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △11,496 23,452

その他の包括利益合計 △11,496 23,452

四半期包括利益 1,757,982 1,832,849

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,757,982 1,832,849
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結会計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,404,448 999,136

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △208 13,746

その他の包括利益合計 △208 13,746

四半期包括利益 1,404,240 1,012,883

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,404,240 1,012,883
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,411,925 2,951,176

減価償却費 668,425 716,951

減損損失 7,804 16,041

負ののれん償却額 △603,444 △579,373

退職給付引当金の増減額（△は減少） 56,010 85,295

ポイント引当金の増減額（△は減少） 369,531 258,664

販売商品保証引当金の増減額（△は減少） 289,428 420,050

受取利息及び受取配当金 △21,507 △20,785

支払利息 90,898 82,779

投資有価証券評価損益（△は益） 72,606 19,995

売上債権の増減額（△は増加） 3,172,408 3,892,343

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,267,583 905,144

未収入金の増減額（△は増加） △69,102 1,118,730

仕入債務の増減額（△は減少） △611,817 △3,539,400

その他 △921,333 △2,125,395

小計 644,249 4,202,216

利息及び配当金の受取額 21,469 20,773

利息の支払額 △92,076 △85,546

法人税等の支払額 △1,190,568 △2,298,725

営業活動によるキャッシュ・フロー △616,925 1,838,716

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △850,878 △1,372,135

無形固定資産の取得による支出 △115,173 △22,891

敷金及び保証金の差入による支出 △259,015 △651,732

敷金及び保証金の償還による収入 38,505 51,910

その他 29,148 30,258

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,157,414 △1,964,591

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,023,852 1,239,868

長期借入れによる収入 － 324,000

長期借入金の返済による支出 △1,076,830 △1,980,930

社債の償還による支出 － △125,000

配当金の支払額 △149,834 △189,563

その他 6,592 3,592

財務活動によるキャッシュ・フロー 803,779 △728,032

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △970,559 △853,907

現金及び現金同等物の期首残高 6,943,445 3,541,816

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,972,885

※
 2,687,909
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【会計方針の変更等】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

（会計方針の変更）

　第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30

日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）

を適用しております。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額の

うち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

　なお、これによる影響については、「一株当たり情報」に記載しております。

　

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

（従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」における会計処理）

当社は、平成23年８月２日開催の取締役会において、当社の成長を支える従業員に対する福利厚生制度をより一層充実

させるとともに、株価上昇へのインセンティブを付与することにより、当社の業績や株式価値に対する従業員の意識を更

に高め、中長期的な企業価値の向上を図ることを目的に従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」の

導入を決議いたしました。

本プランでは、「ネックス社員持株会」（以下「当社持株会」という。）へ当社株式を譲渡していく目的で設立する

「三菱ＵＦJ信託銀行株式会社（再信託受託者：日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託

口）、以下「ＥＳＯＰ信託口」という。）」が、今後３年間にわたり当社持株会が取得する規模の株式を予め一括して取

得し、当社持株会へ売却を行います。　

当社株式の取得及び処分については、当社がＥＳＯＰ信託口の債務を保証しており、当社とＥＳＯＰ信託口は一体であ

るとする会計処理をしております。従って、ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに損益について

は四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書並びに四半期連結キャッシュ・フロー

計算書に含めて計上しております。

なお、当第２四半期連結累計期間末日現在の自己株式数は次のとおりであります。　

自己株式数 1,686,174株

　うち当社所有自己株式数 1,216,674株

　うちＥＳＯＰ信託口所有当社株式数 469,500株
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

　

（四半期連結損益計算書関係）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日）　

当第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

広告宣伝費 3,795,279千円 4,113,300千円

給料手当及び賞与 4,957,992 6,385,371

役員退職慰労引当金繰入額 3,418 3,315

退職給付引当金繰入額 88,363 103,337

地代家賃 2,472,987 2,836,101

減価償却費 627,708 678,756

　　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

現金及び預金勘定 6,037,043千円 2,752,127千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △64,157　 △64,218　

現金及び現金同等物 5,972,885 2,687,909
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月10日

取締役会
普通株式　 149,523 ８

平成22年３月31日

　

平成22年６月４日

　
利益剰余金　

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月２日

取締役会　
普通株式　 149,689 ８

平成22年９月30日

　

平成22年12月６日

　
利益剰余金　

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成22年５月10日開催の取締役会決議に基づき、149,523千円の剰余金の配当を行っております。

　その結果、当第２四半期連結会計期間末において利益剰余金が11,176,140千円となっております。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月10日

取締役会
普通株式　 187,646 10

平成23年３月31日

　

平成23年５月30日

　
利益剰余金　

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月１日

取締役会　
普通株式　 192,457 10

平成23年９月30日

　
平成23年12月6日　利益剰余金　

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、当第２四半期連結累計期間において、平成23年５月10日開催の取締役会決議に基づき、187,646千円

の剰余金の配当を行っております。

　その結果、当第２四半期連結会計期間末において利益剰余金が14,587,706千円となっております。

　また、平成23年８月２日開催の取締役会決議に基づき、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯ

Ｐ信託」を導入し、自己株式469,500株を三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（再信託受託者：日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）、以下「ＥＳＯＰ信託口」という。）に預け入れたた

め、自己株式と資本剰余金がそれぞれ71,387千円増加しております。

　その結果、当第２四半期会計累計期間末において資本剰余金が4,297,196千円、自己株式が978,472千円と

なっております。

　なお、当第２四半期連結会計期間末にＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式数及び金額は、それぞれ469,500

株及び309,870千円であります。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

　当社グループは、販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 94円66銭 96円34銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（千円） 1,769,478 1,809,396

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,769,478 1,809,396

普通株式の期中平均株式数（千株） 18,693 18,782

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 93円67銭 95円50銭

（算定上の基礎）  　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 196 165

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　第８回新株予約権

（新株予約権の数3,909個）
　この新株予約権は会社法に
基づき平成22年６月19日の
定時株主総会決議により発
行されたものであります。
　概要は下記のとおりであり
ます。
１．新株予約権の行使期間
　自　平成25年８月７日
　至　平成27年８月６日
２．新株予約権の目的とな
る株式の種類
　普通株式
　（単元株式数100株）　
３．新株予約権の数
　3,909個
４．新株予約権の目的とな
る株式の数
　390,900株　

　第９回新株予約権
（新株予約権の数4,918個）
　この概要は、「第３提出会
社の状況、１株式等の状況、
（２）新株予約権等の状
況」に記載のとおりであり
ます。　

（注）当第２四半期連結累計期間において、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（再信託受託者：日本マスタートラスト

信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口））が所有する当社株式は、１株当たり情報の算定上の基礎

となる期末普通株式数及び期中平均株式数に含まれております。

　

（会計方針の変更）

　第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月

30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月

30日）を適用しております。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オ

プションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評

価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

　これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益の金額は、93円57銭であります。

　

EDINET提出書類

株式会社ノジマ(E03235)

四半期報告書

20/24



（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

（連結子会社との合併）

（１）企業結合の概要

　当社は、平成23年７月12日開催の取締役会において、当社の特定子会社かつ完全子会社であるソロン株式会社（以

下「ソロン」という。）を吸収合併することを決議し、同日付で締結した合併契約に基づき、平成23年10月１日付で

合併いたしました。

①　結合当事企業の名称及びその事業の内容

（結合企業）

名称　株式会社ノジマ　

事業の内容　デジタルＡＶ関連機器、ＩＴ・情報関連機器、家庭用電化製品、家庭用ゲーム関連機器及びソフトの販

売

（被結合企業）

名称　ソロン株式会社

事業の内容　携帯電話等通信関連機器の卸売、携帯電話・ＰＨＳその他付帯するサービス

②　企業結合日

平成23年10月１日

③　企業結合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、ソロンは解散いたしました。

④　結合後企業の名称

株式会社ノジマ

⑤　取引の目的を含む取引の概要

　ソロンは当社の100％出資の連結子会社であり、当社グループにおける通信関連機器販売を担っております。

　家電流通業界におきましては、通信機器と家電製品が融合した商品も急増し、また、市場においてもこのような一

体化した商品への需要が高まっております。

　このような動向に迅速かつ柔軟に対応できるようなグループ体制に移行することにより、お客様に必要とされる

最適なサービスの提供を実現することを目的としております。

（２）実施する会計処理の概要

　本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、共通支配

下の取引として処理いたしました。
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２【その他】

（中間配当）

平成23年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………192,457千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年12月６日

　（注）平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月８日

株式会社ノジマ

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 杉本　　茂次　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水上　亮比呂　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三富　　康史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ノジマの平

成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ノジマ及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。　　　

　　　　２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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